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１ はじめに 

現在、気象庁では、2009 年７月開始予定の

熱帯域海洋変動監視予測情報1に向けた準備

を進めている。これまで気象庁では、気候変動

や日本の異常天候の監視・予測を目的としてエ

ルニーニョ監視速報を毎月発表してきた。これ

に代わる熱帯域海洋変動監視予測情報では、

監視・予測の対象海域を従来の太平洋熱帯域

東部に加えて、太平洋熱帯域西部やインド洋

熱帯域にまで広げる予定である。 

情報の提供開始に向けた調査の一環として、

インド洋熱帯域の SST 変動と日本の天候との関

連の調査を行った。その結果、夏季インド洋

SSTの海盆スケール変動と日本の天候との間に

有意な関係を得たので、第２章でこれを報告す

る。 

夏季（６～８月）インド洋熱帯域 SST の第１主

成分ベクトルとして、海盆スケールで同符号に

変動するモード(以後、IOPC1)が得られる。

IOPC1 のスコアは、前冬(12～２月)の NINO3.4

の SST と高い相関を持ち、時系列の経年変動

の大部分は ENSO に遅れたインド洋の応答とし

て説明できることが知られている（Klein et al. 

1999、Xie et al. 2002）。一方、第２主成分として

は、インド洋ダイポール現象（Saji et al. 1999、

Saji and Yamagata 2003）としてよく知られたモー

ドが得られる。インド洋ダイポールモード現象が

夏季東アジアの気候へ与える影響に関する研

                                                      
12008 年 11 月の時点での予定名称。 

究 は 多 く な さ れ て い る （ 例 え ば Guan and 

Yamagata 2003、Hong et al. 2008)が、ここでは

第１モードに着目した調査を行った。 

エルニーニョ現象の翌夏の循環場の特徴と

して、亜熱帯北西太平洋域（以下、北西太平洋

域）の下層高気圧性偏差が顕著であるが、Xie 

et al.(2008)は、インド洋 SST の海盆スケールの

高温偏差がこの高気圧性偏差の持続・強化に

寄与するメカニズムを提唱した。そのメカニズム

は以下のとおりである：①インド洋の高海面水

温偏差に関係する対流活動で大気が加熱され、

②応答として松野-ギル応答的な循環が形成さ

れ、赤道に沿ってケルビン波が西部太平洋ま

で伸び、③それに伴うフィリピン東方海上での

下層発散と対流抑制による冷却で、北西太平

洋高気圧が強化される（西に伸びる)（第８図、X

ie et al.(2008)より転載）。すなわち、エルニー

ニョ現象の影響が、インド洋の海面水温の変動

を介して遅れて東アジア域に現われる、というこ

とである。 

Xie et al.(2008)ではエルニーニョ現象の影響

が翌夏まで及ぶメカニズムに関する調査がなさ

れたが、本報告ではインド洋の SST に着目し、

北西太平洋域の下層高気圧性偏差が日本の

天候へ及ぼす影響を調査する。１点目として、

北西太平洋の海面気圧（以下、SLP）偏差が、

モンスーントラフの張り出しにも影響を及ぼすこ

とが期待されることから、台風の発生数につい

て調査する。２点目として、日本の地上気象要

素への影響を調査する。 

第３章では、情報の提供開始に向けたもう一



つの取り組みとして、情報作成の基礎資料とな

る予測モデルの精度調査の結果を一部報告す

る。この予測モデルは、現在はエルニーニョ予

測モデルとして運用されているが、気象庁が導

入を計画している次世代季節予報モデルのプ

ロトタイプとなる予定である。 

現在、気象庁にて運用中の季節アンサンブ

ル予報システムは、大気モデルを用いたトゥー・

ティアー法（２段階法）を採用している。その予

測精度(Naruse and Maeda 2008)は、ヨーロッパ

中期予報センター(ECMWF)など諸外国の気象

現業機関が運用しているモデルの精度と遜色

ないが、多くの機関が大気・海洋結合モデル

（以下、結合モデル）による季節予報を開始す

る昨今、気象庁においても、結合モデルによる

季節予報の実用化は重要な開発課題の一つ

である。このため、気候情報課と気象研究所で

協力しつつ、結合モデルの開発・改良に精力

的に取り組んでいる。 

開発の一環として、平成 19 年度には気象研

究所において結合モデルによる本格的な季節

予報実験が実施された。この実験データの１月

末初期値の夏(JJA）の予測について解析を行

った結果、第２章の内容と関係する、北西太平

洋域の SLP の精度が、現業運用中の季節予報

モデルよりも大きく改善することがわかった。本

報告では、この結合モデルの予測精度を報告

するとともに、精度向上の要因に関して、Xie et 

al.(2008)を参考にしつつ議論する。 

 

２ 日本の天候に関連した夏季インド洋

SST の変動の調査 

 

２．１ 調査の概要 

本章では、データ解析の観点から夏季インド

洋 SST の変動と北西太平洋の下層循環偏差の

関係を確認する。そののち、下層循環偏差に

伴う、日本の天候への影響を示す。 

 

２．１．１ 調査方法 

はじめに、経年トレンドを除去した夏季インド

洋 SST に対して主成分分析を行い、海盆スケ

ール変動を抽出した。次に、抽出された海盆ス

ケール変動と大気循環場との関係を見るため、

第１主成分スコアの時系列（IOPC1）と循環場の

相関係数の分布を調べた。インド洋 SST と北西

太平洋域 SLP に対しては、これに加えて SVD

解析を行い、両者の関係を確認した。その後、

IOPC1 のスコアの大小をもとに合成図解析を行

い、インド洋 SST の海盆スケール変動と台風発

生数、日本の地上気象要素との関係を調査し

た。 

 

２．１．２ 調査に用いたデータ 

大気要素には JRA-25 再解析データ(Onogi 

et al. 2007) お よ び 気 候 解 析 用 の 解 析 値

(JCDAS）、OLR には NOAA の Interpolated 

OLR(Liebmann and Smith  1996) 、 SST に は

COBE-SST(Ishii et al. 2005）を用いた。台風に

は気象庁太平洋台風センターの所有するベス

トトラックデータを用い、気象庁の定める台風の

定義2を満たした日時・場所を台風の発生日時・

場所として扱った。ただし、気象庁の台風追跡

領域（EQ-60°N, 100°E-180°）の外から進入し

た台風については評価しなかった。 

日本の地上気象要素（気温・降水量・日照時

間）には、網走・根室・寿都・山形・石巻・伏木・

長野・水戸・飯田・銚子・境・浜田・彦根・宮崎・

多度津・名瀬・石垣島の１７地点の観測値を選

んだ。これら１７地点の観測値は均質性が長期

間維持され、かつ都市化などによる環境の変化

が比較的少ないとされている（気象庁 2007）。

SST、大気循環場および地上気象要素には６～

８月の３か月平均値を用い、台風発生数は３か

月合計値を用いた。インド洋熱帯域の SST は昇

温トレンドが大きいことから、解析前にあらかじ

めグリッド毎に経年の直線トレンドを除去した。

同様に、大気循環場および日本の地上気象要

素についても直線トレンドを除去した。台風発

生数については、弱い減少トレンドはあるもの

の、解析対象期間内で１個の違いを生じるほど

の大きさではないため、トレンドの除去を行わな

かった。調査は、衛星による台風観測が実施さ

れており、かつ JRA-25/JCDAS が整備されてい

ることなどから、1979-2008 年を対象に行った。 

                                                      
2最大風速（10 分間平均）がおよそ 17m/s（34
ノット，風力８）以上となった熱帯低気圧。 



２．２ 解析結果 

２．２．１ 夏季インド洋 SST の第１主成分 

はじめに、IOPC1 の空間分布とスコアの時

系列を示す（第１図）。主成分分析は、グリッド

毎 に ト レ ン ド を 除 去 し た の ち 、 15°S-15°N, 

40°E-120°E の SST に対して行った。主成分の

寄与率を見ると、第２、第３モードはそれぞれ１

８％、１１％であるのに対し、第１モードは４２％

と良く分離されている。IOPC1 の空間分布を見

ると、インド洋熱帯域のほぼ全域で同じ符号を

とり、海盆スケールで変動するモードであること

がわかる。IOPC1 スコアの時系列を見ると、

1983年、1987年、1998年をはじめエルニーニョ

現象後の夏季に正の値をとりやすいことがわか

る。逆にラニーニャ現象後は負の値をとる傾向

があるものの、2000 年、2008 年など、関係の弱

い年も見られる。 

 

２．２．２ 夏季インド洋 SST 海盆スケール変動と大

気循環場との相関図 

次に、IOPC1 と同じ夏季の循環場との相関

係数の分布を示す（第２図）。SST との相関図で

は、インド洋から南シナ海にかけて有意な正相

関域が見られる。太平洋熱帯域中部では振幅

の大きな偏差は見られず、西太平洋付近では、

弱いながらもエルニーニョ/ラニーニャ現象後に

特徴的な馬蹄形の偏差パターンが見られる。こ

うしたことから、ENSO の季節性を考えた場合、

夏季は ENSO 発達期および衰退後のどちらに

も相当する季節であるが、インド洋 SST の海盆

モードは主に ENSO の衰退期に現れやすいと

考えられる。SLP との相関図では、フィリピン付

 

 

 

 
第２図 IOPC1 スコアとの同時相関係数分布図 
上から SST、海面気圧、OLR および層厚換算温度（150hPa

と 850hPa の高度差で定義）と、IOPC1 との同時相関係数の

分布を示す。等値線は相関係数を示し、危険率５％で統計

的 に 有 意 な 領 域 に 陰 影 を 施 し て あ る 。 統 計 期 間 は

1979-2008 年。 

 
第１図 グリッド毎にトレンドを除去した後に得られ
た夏季(JJA)インド洋 SST の第１主成分(IOPC1)ベ
クトル（上）と第１主成分スコア（下） 
統計期間は 1979-2008 年。主成分ベクトルが単位（℃）

を持つ。第１モードの寄与率は 42％、第２モード(図略)は

18％。 



近を中心に東西に正相関域が広がる。夏季、こ

の領域にはモンスーントラフが位置し、大気下

層では正渦度が豊富に供給される領域である。

このため、下層高気圧性偏差はモンスーントラ

フが平年より西に後退することに相当する。

OLR との相関図では、SLP 正相関域の中心の

南東側を中心に正相関が広がっている。相関

係数の符号から、インド洋高温時には同領域の

対流活動が抑制されやすい傾向となる。この領

域は、平年の夏季には対流活動がもっとも活発

になる緯度帯にあたるため、対流が抑制されれ

ば、平年偏差としての強い冷源としてはたらくこ

とが考えられる。また、対流活動の抑制に伴う

大気応答は、下層高気圧性偏差の維持に寄与

する。層厚換算温度との相関図では、熱帯域で

は東西に一様に偏差が広がるなか、インド洋付

近では、この領域に局在化した熱源に対する

Matsuno-Gill 応答に似たパターンが見られる。 

ここまで、インド洋の海盆スケール変動を指

数化して大気循環場との関係を調べたが、両

者のパターンとしての結びつきは強いのだろう

か？東アジア域の SLP について関係を確認す

る。 

第３図にインド洋熱帯域 SST と東アジア海面

気圧（SLP）間の第１特異モードを示す。第１特

異モードの寄与率は 37%となり、第２モード（寄

与率 16%、図略）以下と良く分離されている。両

者の特異ベクトルの空間パターンにおいても、

インド洋 SST の海盆スケール変動と北西太平

洋域の下層循環偏差が同期して起こりやすい

ことが再確認できる。 

一方、東アジア域の SLP に対して単独で主

成分分析を行った場合についても、フィリピン

東方沖を中心に変動するモードが第１モードと

して得られる（図略）。これらのことから、両者

各々の場において卓越するモードが、同期して

起こりやすいことが確認された。 

 

２．２．３ 夏季インド洋 SST 海盆スケール変動と台

風発生数 

前節で、インド洋 SST 海盆スケール変動と北

西太平洋 SLP 変動との共変動関係を確認した。

Chen et al.(2006)では、モンスーントラフの位

置・強さが、台風の発生数や発生位置の経年

変動に大きな影響を与えると述べられている。

これまで見てきたように、インド洋 SST 高温時に

は、北西太平洋域の下層高気圧性偏差がモン

スーントラフを西へ後退させ、対流圏下層の正

渦度を抑制することが期待される。実際、

IOPC1と下層の相対渦度の相関図（図略）にお

いてもこの領域に有意な負相関域が広がる。そ

こで、台風発生数との関係について調査する。 

第４図に、インド洋 SST の海盆スケール変動

が明瞭な事例における合成図を示す。まず、

IOPC1 をスコアの大小によって３つのカテゴリ

に分け、スコアの大きい方から IOPC1(＋)、

Normal、IOPC1(－)と定義する。閾値には±

0.75σを用いた。正規分布を仮定した場合、

第３図 インド洋熱帯域 SST と東アジア SLP 間の第
１SVD モードに回帰した SST および SLP  
インド洋熱帯域は 15°S-15°N,40°E-120°E、東アジアを

20°N-60°N,80°E-160°E とする(図中の黒点線領域)。図中

の等値線は、インド洋熱帯域 SST と東アジア SLP 間の第１

特異モード時係数に対する SST および SLP それぞれの回

帰係数を示す。図中の陰影は、SVD1 時係数との相関 0.3

以上（概ね危険率 10％で有意）の領域を示す。統計期間

は 1979-2006 年。 



第５図 IOPC1(＋)年（上段）と IOPC1(－)年（下段）
の、気温・降水量・日照時間の合成偏差比図 
図は、左から気温、降水量、日照時間の合成偏差比
図である。気温の単位は℃、降水量・日照時間は％
である。トレンドは解析前に除去してある。 

第４図 台風発生個数平年値（上段）と、IOPC1(＋)
年の偏差（中段）、IOPC1(－)年の偏差（下段） 
緯度方向 5 度、経度方向 10 度のボックスごとに台風発生

数をカウントする。上段では、台風発生数の平年値（個/

年）を陰影で示す。等値線は、SLP の平年値（hPa）を示

す。中段は IOPC1(＋)年時の発生個数の合成偏差を陰

影で、SLP 偏差を等値線で表す。下段は IOPC1(－)年時

の発生個数の合成偏差を陰影で、SLP 偏差を等値線で

表す。図の枠外上部には各カテゴリに属する年の下２桁

を記す。枠内右上には、平均発生数を記す。 

 

0.75σは片側２割弱の出現率の閾値となる。こ

こでは、IOPC(＋)年として、1983 年、1987 年、

1988 年、1998 年、2003 年および 2007 年の６例、

IOPC(－)年として、1984 年、1985 年、1989 年、

1994 年、1999 年および 2004 年の６例が抽出さ

れた。IOPC1(＋)年および IOPC1(－)年を除い

た 1979 年～2008 年までの 18 年で平年値にあ

たる Normal が構成された。ここで、必ずしもエ

ルニーニョ/ラニーニャ現象直後の年のみが

IOPC1(＋)または IOPC1(－)に抽出されたわけ

ではないことに注目しておきたい。 

第４図の Normal 年の分布を見ると、フィリピン

付近で等圧線のくびれた、モンスーントラフ付

近 で 発 生 数 が 多 い こ と が 確 認 で き る 。

IOPC1(＋)年の偏差図を見ると、15°N 付近で東

西に高気圧性偏差が広がる。また、高気圧性

偏差の強い領域で台風の発生数が平年と比べ

て少なくなる傾向がある。一方、IOPC1(－)年で

は、対照的に、低気圧性偏差が北西太平洋域

に広がる。台風発生数は低気圧性偏差の強い

領域で多くなる傾向がある。 

北西太平洋域全体で総和を取ると、Normal

年の台風発生数が 10.8 個/年であるのに対し、

IOPC1(＋)年は 8.7 個/年、IOPC1(－)年は 13.5

個/年である。IOPC1(＋)年と IOPC1(－)年との

差は t 検定、U 検定ともに危険率 5%で有意とな

った。また、IOPC1 と台風発生数の相関係数は

-0.46 となり、こちらも危険率 5%の t 検定で有意

な負相関となった。 

 

２．２．４ 夏季インド洋 SST 海盆スケール変動と日

本の地上気象要素 

第２図の IOPC1 と OLR との相関分布図では、

有意な負相関域が日本付近から日本の東海上



表１．結合モデルと季節予報モデルの実験の仕様 

 エルニーニョ予測モデル 現行季節予報モデル 

AGCM GSM0603 (TL95L40) GSM0703C (TL95L40) 

OGCM MRI.COM 

（経度１度×緯度 0.3 - 1 度、

鉛直 50 層） 

― 

メンバー数 10(LAF 法、12 時間間隔) 11(SV 法) 

大気初期値 JRA-25 JRA-25 

海洋初期値 海洋データ同化 ― 

SST 1-tiered method 2-tiered method 

(初期値+気候値+予測)、不確実性考慮 

海氷 気候値 気候値 

陸面初期値 気候値 気候値 

CO2 経年変化 あり なし 

にかけて見られた。そこで、日本の地上気象要

素においても影響を確認する。 

第５図に、前節と同様にカテゴリ分けした場

合の、日本の気温の平年偏差の合成図および、

降水量・日照時間の平年比の合成図を示す。

図より、北日本・東日本を中心に、IOPC1(＋)年

に低温・多雨・寡照、対称的に IOPC1（－）年に

高温・少雨・多照傾向が見られる。第２図の SLP

の等値線の走向から、インド洋高温時には南西

風が前線帯に吹き込みやすく、降水量の増加

につながるものと思われるが、影響の中心は前

線帯が平年であまり明瞭でない北日本にあるこ

となどから、複数の要因が絡んでいることが考

えうる。これについては、Xie et al.(2008)でも触

れられているように、フィリピン付近の対流偏差

によって励起された PJ パターン（Nitta 1987、

Kosaka and Nakamura 2006）が日本の天候へ

影響をもたらしている可能性が考えられる。イン

ド洋 SST と東アジア SLP との間の第１特異モー

ド（第３図）において、オホーツク海付近にも変

動の中心が見られることもこれと矛盾しない。 

 

 

３ 大気・海洋結合モデルによる季
節予報実験 
 

３．１ 季節予報実験の概要 

第２章では、夏季インド洋 SST の海盆スケー

ル変動に伴う、北西太平洋域の下層循環場を

介した日本の天候への影響を調査した。本章

では、北西太平洋域を中心に、結合モデルに

よる大気・海洋の予測精度とその要因に対する

考察を述べる。 

 

３．１．１ 大気・海洋結合モデル 

使用した結合モデルは、現行運用中のエル

ニーニョ予測モデル(JMA/MRI-CGCM）3である。

大気モデルは、気象庁統一全球大気モデル

(GSM0603）で解像度は TL95L40（水平解像度

約 180km）である。海洋モデルは、気象研究所

共用海洋大循環モデル（MRI.COM; 石川ほか 

2005）である。なお、本結合モデルによるエルニ

ーニョ現象の予測精度については安田ほか

(2007）を参照していただきたい。 

                                                      
3 エルニーニョ予測モデルの詳細は次の URL を参照。

http://ds.data.jma.go.jp/tcc/tcc/products/elnino/jmamri

_cgcm_doc.html 

熱帯域海洋変動監視予測情報の開始に向けて、メンバ数

の増強などが計画されている。 



 (c)

(b) 
(d) 

第６図 SLP の予報成績 
左図(a,b)は結合モデル。右図(c,d)は現行季節予報モデル。上図(a,c)は格子毎の年々変動に対する

アノマリー相関。下図(b,d)は亜熱帯北西太平洋の SLP の平均偏差時系列図。 

(a) 

 

第７図 Z500 の予報成績 
図の配置は第１図と同じ。ただし、下図(b,d)は東方海上高度(40N,140-170E)の平均偏差時系列図。 

(a) (c) 

(d) (b) 

３．１．２ 実験設定 

12 時間間隔の初期値を用いた LAF 法によ

る 10 メンバーのアンサンブル予報実験（過去実

験：ハインドキャスト）を行った。１月末、４月末、

７月末、10 月末を初期値とした７か月予報が行

われ、ハインドキャスト期間は 1979 年から 2006

年（28 年）である。本報告では、この４つの初期

値のうち、１月末初期値の実験結果の５から７か

月目にあたる夏(JJA）について検証した結果を

示す。また、現行季節予報モデル(GSM0703C; 

解像度 TL95L40）4のハインドキャストデータと精

度比較を行うため、検証には 1984 年から 2005

年（22 年）を使用した。大気初期値は JRA-25

再解析データ(Onogi et al. 2007）を使用し、海

洋 初 期 値 は 海 洋 デ ー タ 同 化 シ ス テ ム

                                                      
4 現行季節予報モデルの詳細は次の URL を参照。

http://ds.data.jma.go.jp/tcc/tcc/products/model/outline

/index.html 



(MOVE/MRI.COM-G）5による解析結果を使用

している。海氷は、海氷解析値の月平均気候

値を時間内挿したものであり、陸面初期値は

ERA-15 再解析データを外部強制としたオフラ

イン陸面モデルで解析した月平均陸面気候値

である（徳広 2001）。また、この季節予報実験

では、CO2 の経年変動が考慮されている。現行

季節予報モデルのハインドキャストでは考慮し

ていない。表１に、結合モデルと現行季節予報

モデルの季節予報実験の仕様を示す。なお、

現行季節予報モデルに与える SST 偏差は以下

の①と②の加重平均であり、重みはリードタイム

に依存し、長いほど①の重みが減り、②の重み

が増す。本報告で述べるリードタイム（４か月～

６か月）では①の重みはほぼ０である。 

① 予報初期日の前 30 日平均の SST 偏差、 

② エルニーニョ予測モデルにより予測した

エルニーニョ監視海域の SST(NINO.3)か

ら統計的に推定した全球 SST 偏差（線形

トレンド除去後の NINO.3 からの線形回

帰）＋線形トレンド 

 

３．１．３ 検証データ 

大気循環場には、JRA-25/JCDAS を用いる。

降水量には GPCP(Robert et al. 2003)、SST に

は COBE-SST を用いた。解析値の偏差を求め

るために用いた平年値は、各解析値データの

1984 年から 2005 年の 22 年平均である。一方、

モデルの偏差を求めるために用いた平年値は、

ハインドキャストの 22 年を平均したモデル気候

値である。 

 

３．２ 結果 

気象庁の季節予報の現業でよく使用される

SLP、500hPa 高度（以後、Z500）の結果を示す。

検証は全てアンサンブル平均について行った。

結合モデルは１月末初期値、現行季節予報モ

デルは２月 10 日初期値の夏(JJA）に対応する３

か月平均場の成績である。第６図(a,c)は、SLP

の年々変動のアノマリー相関（以下、ACC）であ

る。インド洋から太平洋西部にかけて改善がみ

                                                      
5 海洋データ同化システムの詳細は次の URL を参照。

http://ds.data.jma.go.jp/tcc/tcc/products/elnino/move_

mricom_doc.html 

られ、特に北西太平洋付近の成績が顕著に改

善している。第６図(b,d)は、北西太平洋指数

（[130-170°E，10-25°N]の偏差平均）の時系列

図である。時系列の ACC は、現行季節予報モ

デルは 0.32 であるのに対し、結合モデルは

0.66 と５%の危険率で有意な相関となった。また、

各年でみると、1986 年、1998 年など大きな偏差

の予測も出来ている。この結果から、夏の小笠

原高気圧の予測精度や日本の夏の降水量の

予測精度の向上などが期待できる。第７図(a,c)

は、Z500 の ACC である。太平洋熱帯域と日本

の東海上を中心とする中緯度帯（30°N～50°N）

の成績が顕著に改善している。第７図(b,d)は、

日本の東方海上高度指数（[140-170°E, 40°N]

の偏差平均）の時系列図である。時系列の

ACC は、現行季節予報モデルは 0.12 であるの

に対し、結合モデルは0.82と大幅に改善してい

る。東方海上高度と日本の地域平均気温平年

差には有意な相関がある（若林と濱田 2004）の

で、結合モデルの利用により、日本の気温の予

測精度向上が期待される。 

第６、７図で、結合モデルと現行季節予報モ

デルの SLP と Z500 の予測精度を示した。次節

では特に、第２章の内容と関連する、SLP の北

西太平洋域に着目し、これが予測できた要因

について検討する。Z500 の日本の東海上の精

度向上に関する考察は成瀬ほか(2008)を参照

していただきたい。 

 

３．３ SLP の北西太平洋域の予測につい

て 

第１章において、Xie et al.(2008)の提唱する

 

ケルビン波ケルビン波

第８図 冬(NDJ)の Nino3.4 指数と翌夏(JJA)の対流圏
気温（実線：850-250hPa）、降水量（陰影）と地表風（矢
羽）の相関 

Xie et al.(2008)より転載。 



エルニーニョ現象が翌夏の東アジア下層循環

場へ影響を与えるメカニズムについて簡単に

触れた（第８図）。もし、このメカニズムが正しけ

れば、それを結合モデルで再現・予測できる

は ず で あ る 。 そ こ で 、 本 節 で は 、 Xie et 

al.(2008)で論じられている、春に終息したエル

ニーニョに遅れて昇温するインド洋の SST と、

インドから西部太平洋、東アジア域との循環を

参考に、結合モデルによる予測結果について

議論する。 

第９図は、夏の北西太平洋高気圧指数

(NWPA:U850[(27.5-32.5°N)-(10-15°N),120-

150°E]）と、降水量と SST の相関である（Xie et 

al.(2008)からの転載）。夏の北西太平洋高気

圧は、降水量とは、フィリピン付近で負、海洋

大陸からインド洋にかけて正の相関があり、

SST とは、北インド洋から南シナ海にかけて正

の相関がある。北西太平洋高気圧は、これら

の領域の SST と降水量と関連して変動する。

第１０図に、結合モデルの降水量の ACC を示

す。現行季節予報モデルでは、ベンガル湾や

アラビア海の成績は負であったが（図略）、結

合モデルでは 0.4 以上となった。この他、フィリ

ピン東方海上や海洋大陸など第９図の北西太

平洋高気圧と降水量との相関が高い領域で、

結合モデルでは成績が大きく改善した。次に

第１１図に、結合モデルの SST の北インド洋指

数（[40-100°E、0-20°N]の偏差平均）の時系

列図を示す。年々変動のアノマリー相関は

0.72 と高い相関であり、1987 年、1994 年、

1998 年など偏差の大きな年の予測がよくでき

ている。一方、現行季節予報モデルでは、

0.56 と有意な相関ではあるが、年々変動は小

さく、大きな偏差の予測はできていない（図略）。

第 １ ２ 図 は 、 結 合 モ デ ル の 対 流 圏 気 温

（850-300hPa）の ACC である。インド洋から海

洋大陸にかけて、第８図と同様に、松野-ギル

応答のような形で相関の高い領域が広がって

いる。このように、結合モデルでは北西太平洋

高気圧の変動と関係する領域の SST、降水量、

加熱によって強制される赤道波の予測精度が

向上した。 

以上の結果は、結合モデルの利用で顕著

な改善がみられた北西太平洋域の SLP は、

第１１図 結合モデルの SST の北インド洋指数
（40-100E,0-20N）の時系列 

1 月末初期値予測の夏（JJA）の結果。●が解析値、●がア

ンサンブル平均値、○は各メンバー。横軸は検証年を表

す。図の右上の数値は予報のアンサンブル平均値と解析

値の年々変動の相関係数。 

 

第１２図  結合モデルの対流圏気温（850-300hPa）
のアノマリー相関 

 
第 ９ 図  夏 の 北 西 太 平 洋 高 気 圧 指 数

（ NWPA:U850[(27.5-32.5N)-(10-15N),120-150E] ）
と、降水量（陰影）と SST（実線）の相関 
実線は 0.1 毎。Xie et al.(2008)より転載。 

第１０図 結合モデルの降水量のアノマリー相関 



Xie et al.(2008)のメカニズムによる変動の予測

向上が一つの要因であることを示唆するもので

ある。その要点は、エルニーニョに遅れて昇温

するインド洋の予測が出来るようになったことで

ある。 

 

４ まとめ 
第２章では、エルニーニョ現象に遅れた夏

季インド洋 SST の海盆スケール変動と、北西太

平洋域の SLP が正の共変動関係にあることを

データ解析の観点から確認した。また、合成図

解析の結果、インド洋 SST が高い年には、南シ

ナ海を中心に東西に広がった対流圏下層の高

気圧性偏差が見られ、高気圧性偏差の強い領

域を中心に台風発生数が減る傾向にあることが

分かった。下層高気圧性偏差の北縁に位置す

る日本では、北・東日本を中心に低温・多雨・

寡照傾向であることが分かった。また、インド洋

SSTが低温となる年には、おおむね対称的に影

響が現れることが分かった。 

第３章では、気象庁で現在運用しているエ

ルニーニョ予測モデル（結合モデル）による季

節予報実験の１月末初期値の夏(JJA）の予測

について検証を行った。その結果、第２章の内

容と関連のある北西太平洋域の SLP と、日本の

東海上の Z500 の精度が、現行季節予報モデ

ルよりも大きく改善することがわかった。これらの

改善により、日本の夏の予測精度の向上や、台

風発生数の予測精度もあがることが期待でき

る。 

また、北西太平洋域の SLP の予報成績の改

善要因について Xie et al.(2008)を参照しつつ

検討し、エルニーニョに遅れて昇温するインド

洋の海面水温とその影響の予測精度向上が寄

与していると述べた。結合モデルと現行季節予

報モデルの大きな違いは、SST 予測手法がワ

ン・ティアー法なのかトウー・ティアー法なのかと

いう点である。 

当然、これらの改善要因には SST の予測精

度が大きく関係している。第３.１.２節で述べたと

おり、現行季節予報モデルに与える SST 偏差

は、予測のリードタイムが長い場合には、ほぼ、

典型的なエルニーニョ現象と同時に変動する

全球の SST 偏差と長期トレンドしか考慮されて

いない。このため、全球の SST 分布におけるエ

ルニーニョ現象の遅れ影響とその大気循環場

への影響は表現できない、という弱点がある。

一方、結合モデルではエルニーニョ現象の遅

れ影響（そのうちの予測可能な成分）は原理的

には予測できるはずで、実際に、第３．３節で示

したようにインド洋を経由した遅れ影響は予測

できた。 

以上の調査結果を踏まえて、熱帯域海洋変

動監視予測情報の提供開始にあたって、日本

の天候監視に有効な情報をひとつ得ることが出

来たと考える。また、今後結合モデルが季節予

報へ導入された場合、夏の季節予報の精度が

向上する可能性が示された。しかしながら、現

行季節予報モデルに比べ系統的な誤差が増え

る、リードタイムが短いと精度が低いなど、結合

モデルの現業化に向けて解決すべき課題はま

だ多い。これらの課題を解決するため、現在も

結合モデルの改良を進めているところである。 
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